
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決算書掲載頁　P81

地方分権、行財政改革、広域行政などの関連事業を対象に大阪府から補助金の交付をうけ、市町村の自律的な行財政
運営をめざす。
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当該補助金の交付額の算出方法が、主に「広域連携の推進」「行財政基盤の強化」など、行財政改革の達成度に応じて
配分される仕組みとなっていることから、本市としても、更なる行財政改革を推進することで、補助金の獲得に努めてい
く。
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大阪府市町村振興補助金の交付申請を行うにあたり、適正な事務に努めるとともに、当該補助金の更なる確保に向け
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細事業：大阪府市町村振興補助金事業                               

１．大阪府市町村振興補助金 

「大阪府市町村振興補助金※（施設整備等補助）交付要綱取扱要領」が改正され、市町村ごとの交付限度額の算

定において、市町村における施策課題への取組（重点分野枠）に「義務教育分野における先駆的な取組」及び「市

町村施策分野における先駆的な取組」が明記されるとともに、中核市支援が追加された。 

本市の算定結果は、障害者給付認定審査委員会の広域化など自律化に向けた体制整備項目で３１ポイント、職員

定員管理や給与制度など行財政基盤の強化項目で３０ポイント、学校運営協議会事業など市町村における施策課題

への取組で１０ポイントの合計７１ポイントとなり、２５，４００千円の補助金交付を受けた。 

 

 

＜過去３カ年の交付限度額及び算定基準＞ 

年度 
交付限度額 

（千円） 

算 定 基 準（ 点 数 ） 

自律化に 

向けた取組 

行財政基盤 

の強化 

市町村における施策課題への取組 

合計 義務教育分野に  

おける先駆的な取組 

市町村施策分野に 

おける先駆的な取組 

24 25,400 31 30 10 0 71 

23 34,600 33 20 45 98 

22 26,000 49 20  69 

注）平成２３年度の算定では、「教育分野における先駆的な取組」及び「市町村施策分野における先駆的な取組」

の区分はない。 

平成２２年度の算定では、「市町村における施策課題への取組」は算定項目にない。 

 

 

  ※ 大阪府市町村振興補助金 

･･･ 大阪府が、市町村の特性を踏まえた上で、市町村の自律化に向けた体制整備や行財政基盤の強化への 

取組を支援するため、市町村が実施する自律化に向けた事業などを対象として交付する補助金。 

 


